





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































当初のボアソナードによるフランス語原案も「par la renonciation à l'action
privée ou par la transaction de la partie lésée」となっている。他方で，ボア
ソナードの註釈書では，ボアソナード草案８条２号の説明の見出しに「被害者































































































































































































































































































































































































（80）G. Boissonade, Projet de Code de Procédure criminelle pour l'Empire du Japon,
accompagné d'un Commentaire, Tokio, Kokoubounsha, 1882〔同『仏文・日本刑事訴訟
法草案註解』（宗文館書店・有斐閣，復刻版・1984年）〕，ボアソナード（傑、博散徳）著〔森
順正ほか訳〕『治罪法草案註釈』（司法省，1882年）。
（81）本節の記述のうち治罪法における告訴関連規定の部分は，拙稿・前掲注（2）1頁以下を
大幅に加筆修正したものである。また，治罪法における告訴に関連した手続の全体像を俯
瞰したものとして，沢登＝中川・前掲注（4）89頁以下がある。なお，治罪法の各条文に
対応するボアソナード草案および治罪法草案の条文を比較するにあたっては，大審院書記
局編纂・前掲注（79）をとくに参照した。
（82）前掲注（74）を参照。
（83）向井＝矢野・前掲注（62）1996年論文94頁以下の村田本翻刻を参照。
（84）同趣旨の規定は，明治刑事訴訟法49条２項，大正刑事訴訟法274条に受け継がれる。           
（85）村田・前掲注（50）巻三４葉を参照。
（86）治罪法草案審査局編『治罪法審査修正案』（出版者不明，1880年）46頁。
（87）向井＝矢野・前掲注（62）1996年論文94頁以下の村田本翻刻を参照。
（88）村田・前掲注（50）巻三６葉裏を参照。
（89）Boissonade・前掲注（80）217頁，ボアソナード・前掲注（80）第２篇28頁，村田・前掲注（50）
巻三７葉表（「荒怠緩慢」の文言は同所より引用）。
（90）明治法制経済史研究所編・前掲注（75）345頁以下を参照。
（91）明治法制経済史研究所編・前掲注（75）345頁。
（92）内閣官報局編・前掲注（60）法令全書（明治十四年）132頁以下。
（93）村田・前掲注（50）巻三10葉裏。
（94）なお，向井＝矢野・前掲注（62）1996年論文95頁の村田本「治罪法草案審査第二読会修
正趣意書」翻刻を参照。
（95）向井＝矢野・前掲注（62）1996年論文95頁の村田本「治罪法草案審査第二読会修正趣意
書」翻刻を参照。
（96）Boissonade・前掲注（80）229頁以下，ボアソナード・前掲注（80）第2篇54頁以下，
堀田正忠＝高谷恒太郎編『治罪法異同弁』（北畠茂兵衛，1881年以降）第3編上第36号24
頁および43頁以下を参照。また，本文で述べたような観点を示唆するものとして，清浦奎
吾『治罪法講義随聴随筆』（博聞社，1881年）第6号353葉以下を参照。
（97）Boissonade・前掲注（80）213頁，ボアソナード・前掲注（80）第２篇19頁，村田・前掲注（50）
巻三3葉裏。
（98）堀田正忠＝高谷恒太郎編『治罪法異同弁』（北畠茂兵衛，1881年）第3編上第31号52頁
を参照。
（99）Boissonade・前掲注（80）250頁，ボアソナード・前掲注（80）第2篇96頁以下，村田・
前掲注（50）巻三25葉裏以下を参照。
（100）Boissonade・前掲注（80）221頁，ボアソナード・前掲注（80）第2篇37頁。
（101）治罪法草案審査局編・前掲注（86）49頁。
（102）不起訴処分等の通知について治罪法時代からの発展を検討しているものとして，新屋達
之「不起訴処分の通知制度について」法学62巻6号（1999年）934頁以下がある。
（103）堀田正忠『治罪法要論』（博聞社，1885年；信山社出版，復刻版・2000年）220頁以下
および250頁以下，村田・前掲注（50）巻三20葉表等を参照。さらに，新屋・前掲注（102）
934頁等も参照。
（104）Boissonade・前掲注（80）238頁以下，ボアソナード・前掲注（80）第2篇70頁以下。
（105）向井＝矢野・前掲注（62）1996年論文96頁以下の村田本「治罪法草案審査第二読会修
正趣意書」翻刻を参照。
（106）Boissonade・前掲注（80）20頁および25頁，ボアソナード・前掲注（80）第1篇37頁
および47頁以下を参照。
（107）例えば，Boissonade・前掲注（80）216頁，ボアソナード・前掲注（80）第2篇25頁，村田・
前掲注（50）巻三5葉裏を参照。
（108）拙稿・前掲注（2）2頁を参照。           
（109）Boissonade・前掲注（80）41頁，ボアソナード・前掲注（80）第1篇80頁以下，村田・
前掲注（50）巻一9葉裏以下を参照。なお，ボアソナードは，フランス法にはボアソナー
ド草案8条2号のような規定がなく，ひとたび告訴が申し立てられて公訴が提起されれば，
告訴の願下げをしても公訴は消滅しないと主張する論者がいるということを指摘している
（Boissonade・前掲注（80）41頁，ボアソナード・前掲注（80）第1篇81頁）。このような
状況を指摘しているのは，明文規定を置くことでフランスにおいて生じているような疑義
がわが国において生じるのを避けようとしたためであると考えられる。
（110）堀田＝高谷編・前掲注（98）第1編第6号42頁以下（とくに47頁以下）を参照。このよ
うな争いも影響して，1890年制定の明治刑事訴訟法6条2号においては「私和」の文言が
はずされることになる。
（111）堀田＝高谷・前掲注（98）第1編第6号42頁以下を参照。
（112）Boissonade・前掲注（80）41頁，ボアソナード・前掲注（80）第1篇80頁以下。
（113）治罪法における付帯私訴制度を検討しているものとして，樫見由美子「『附帯私訴』に
ついて」金沢法学45巻2号（2003年）149頁以下がある。
（114）村田・前掲注（50）巻三21葉裏。
（115）　Boissonade・前掲注（80）239頁以下，ボアソナード・前掲注（80）第2篇73頁以下。
（116）吟味願の性質については，前掲注（27）を参照。
（117）ボアソナードの註釈書によれば，ボアソナード草案125条1項は，すでに検察官の起訴
によって公訴が提起されている場合を想定しているものであり，被害者は純粋に私訴（民
事上の請求）を行うことに意味がある。これに対して，ボアソナード草案125条2項は，検
察官が公訴提起していない場合を想定しているものであり，そこでの被害者の申立ては民
事上の効力に止まらず公訴提起の効果が生じるところに意義がある（Boissonade・前掲注
（80）240頁以下，ボアソナード・前掲注（80）第2篇75頁以下を参照）。また，私訴を申
し立てた場合に公訴提起の効果が生じることと付帯私訴の本質とに齟齬が生じないように
文言を確定していく立法者の模索について，向井＝矢野・前掲注（62）1996年論文97頁の
村田本「治罪法草案審査第二読会修正趣意書」翻刻を参照。
（118）なお，石井編・前掲注（5）269頁を参照。ボアソナード草案に影響を与えたフランス
治罪法における取扱いについての検討は，別の機会に行いたい。
（119）なお，誣告罪には過失犯規定がないので，重過失の場合，誣告罪が成立せず，私訴を起
こしても付帯私訴にはならない。それゆえ，第16条4項の規定は重過失の場合にとくに意
味のあるものとなる。さらに，堀田＝高谷・前掲注（98）第1編第11号9頁および46頁以
下は，このような考え方を徹底して，悪意の場合は，誣告罪の公訴に付帯した付帯私訴，
刑事裁判所への公訴提起の効果のある（付帯）私訴，民事裁判所への私訴という手段で対
応すればよいとして，治罪法16条4項の規定の適用を認めていない。
（120）Boissonade・前掲注（80）59頁以下，ボアソナード・前掲注（80）第1篇119頁。
提出年月日：2007年9月18日           
〔付記〕
　故 萩野聡先生には，同じ公法系教員ということもあり，研究活動に関する
ご助言をいただいたほか，折に触れてお世話になりました。また，いつもやさ
しい笑顔で接していただいたことも忘れられません。ここに謹んでご冥福をお
祈り申し上げます。
           
